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論 文 内 容 の 要 旨
本論文の問題意識とアプローチ
　社会保障関係費は、かつての公共事業費に代わって、わが国の財政問題の主役になっている。社会保障関
係費は、高齢化に伴う給付の自然増に止まらず、家族機能の社会代替の動きを受けて、子ども・子育て支援
新制度を始め、さまざまな分野で広がりを見せている。そのなかで、障害者福祉は、制度としては憲法施行
後に制定された福祉三法に始まるなど歴史こそ長いが、給付の対象者が限られていることもあって、日の当
たることが比較的少なかった。障害者福祉の財政問題への体系的な研究も数えるほどしかないなかで、本論
は、それを試みている。
　わが国の社会保障制度は、介護保険の導入を始め、全体的に措置から契約への流れに乗って大改革の時期
を迎えている。障害者福祉も同様であり、数度の制度改正を経て近年の障害者総合支援法に至るまでの間に、
法整備とそれに対応した財政スキームが段階的に整えられたことで、障害者福祉制度の充実が実現してきた。
　しかしながら、障害者福祉制度の財政的な基盤は、時系列的にみると改善されたとはいえ、介護保険制度
などに比較すると、けっして頑強なものとはいえない。本論は、そのことを実証的に明らかにし、今後の障
害者福祉制度の充実のあり方を示すことを問題意識の中心としている。
　本論では、障害者福祉制度の諸課題のうち、特にサービス給付水準における２つの格差問題に焦点を当て
て、問題点を浮き彫りにしようとしている。その１つは、障害者福祉サービス給付水準の世代間格差である。
わが国では、介護保険優先の原則によって、障害者が介護保険適用年齢に到達すると、介護保険サービスが
優先適用される。ところが、介護保険サービスへの移行時に、これまで受けていたサービスの一部が保険対
象外となることで、介護保険適用年齢に達した者とそれ未満の者との間で、給付水準に格差が生じうる。本
論ではそれを「世代間」格差と呼んでいる。そのような格差は、合理的な説明ができない以上、解決すべき
課題である。
　もう１つは、障害者福祉サービス支給量の自治体間格差である。居宅サービスであるホームヘルプサービ
スの支給量では、従来から自治体間格差が大きく、その後、格差縮小の取り組みが強化されたものの、解消
したとまではいえず、格差の実態も詳らかではない。
　そうした格差問題に対して学術研究としてアプローチする場合に、壁となっているのが、障害者福祉サー
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ビスに関する統計データが限られ、入手困難であることである。定量的な研究が数えるほどしかない現状が
それを物語っている。本論では、世代間格差については理論的分析による格差発生メカニズムの解明によっ
て、自治体間格差については、分析対象の範囲を限定した定量的分析による実態の解明によって、それぞれ
アプローチを試みている。
目次と概要
　本書の目次は次の通りである。
　　序　章　障害者福祉制度の充実に向けて
　　第１章　障害者福祉制度の展開とその経緯
　　第２章　サービス給付水準の世代間格差―介護保険優先原則が高齢障害者に及ぼす影響
　　第３章　ホームヘルプサービス支給量の自治体間格差
　　終　章　障害者自立支援法の成果と残された課題
　　参考文献
参考資料　障害者施策の展開
　すでに紹介した問題意識等を示した序章を除いて、各章の概要は、以下の通りである。
第１章　障害者福祉制度の展開とその経緯
　本章では、障害者福祉制度の歴史的展開を追いながら、制度の発展の足跡に対して一定のシナリオを引き
出そうとしたものである。本章では、障害者福祉制度は、1949年に制定された身体障害者福祉法によってス
タートし、その後、次の２つの大きな転換期を迎えるとしている。
①施設サービス中心から居宅サービス中心への施策方針の転換
　1973年のオイルショックを起点として、従来の施設サービスが中心から、更生援護施設への入所（通所）
による訓練サービスに重点を移しているが、その背景には、投入する財源を抑制するねらいもあった。
②措置制度から契約制度への移行
　社会福祉基礎構造改革を起点として、従来の措置制度から2003年度に契約制度である支援費制度へと移行
し、その後も契約制度の枠組みのなかで制度の拡充が段階的に進めてきた。
　このように、２度の転換点を経て、障害者福祉の制度が拡充されてきたことは、基本的に望ましいことで
あるが、サービス水準が全体的に向上したことで、かつての制度では表面化したり、意識されたりすること
が少なかった、世代間格差と自治体間格差という制度的課題を、結果的にクローズアップすることとなった。
第２章　サービス給付水準の世代間格差―介護保険優先原則が高齢障害者に及ぼす影響
　2001年に介護保険法が施行されたことによって、介護保険優先原則に基づいて、介護保険適用年齢に達し
た障害者は、障害者福祉制度固有のサービスを除いた福祉サービスについて、介護保険サービスが優先的に
適用される。介護保険制度は、財政基盤の強固な制度であるという意味では望ましい反面で、介護保険切り
換え時に、これまで受けられていた障害者福祉サービスが受けられなくなる問題が浮上している。本論では、
その点について、コーホートの意味ではなく、年齢による違いといった意味で「世代間格差」と呼んでいる。
　介護保険導入に伴って、障害者福祉サービスの介護保険制度への統合の議論もあったものの、障害者団体
からそのことによって不利益を被るなどの懸念の声があがっただけでなく、経済界や地方自治体からも反対
意見があったことで見送られ、現在は高齢障害者のみについて介護保険優先原則が適用されるようになった。
本章では、介護保険の適用によってサービス給付水準の低下が生じるのはどのような場合であるかについて、
制度を詳細に比較分析することで明らかにした。障害者福祉制度と介護保険制度の制度的差異は、①利用者
負担の違い、②サービスの支給上限の存在、③サービス内容の違い、④財政負担の仕組みの違い（支給限度
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額を超えたサービスに対する市町村の負担の有無など）、⑤難病患者への対応、の５点である。そのような
制度的な違いを考慮すれば、市町村の財政力が弱く、十分な財源を確保できない場合には、財政制度が強固
な介護保険の範囲内にサービス給付を抑制して、市町村の追加の財政負担を避けることで、結果的にサービ
ス水準が低下する可能性は否定できないことを示した。
　そうした問題に対する現実的な対応策は、制度的差異によって引き起こされるサービス給付水準の低下を
抑制する仕組みとして、介護保険制度の利用者負担の減免措置の強化や高齢障害者に対する国庫負担基準の
見直し等を講ずることである。
　また、そのような世代間格差の存在とその是正の必要という課題はあるものの、高齢障害者に対して、障
害者福祉制度と介護保険制度の両方で援護を行う、いわば「ハイブリッド型システム」の方向性に進んだこ
とは、障害者施策の基盤強化という意味でプラスの影響が大きい。本章では、そのこともあわせて強調され
ている。
第３章　ホームヘルプサービス支給量の自治体間格差
　ホームヘルプサービスは、介護給付の１つであり居宅介護とも呼ばれ、身体介護と家事援助等からなる。
障害者ホームヘルプサービスは、支援費制度移行後、供給水準の自治体間格差が目立つようになった。サー
ビス未実施市町村が存在し、支援費制度では支給量決定について明確な基準がなく、国庫補助の国の予算が
ニーズに比べて十分でなかったことからである。
　国庫負担金制度を導入した障害者自立支援法によって底上げがされて格差は縮小したが、制度上、国庫負
担基準を超えた単費で対応する部分については、依然として自治体間格差は残りうる。本章では、どの程度
の格差があるのかについて計量的に実証を試みている。
　その結果、タイル尺度を用いた統計分析では、障害者自立支援法によって自治体間格差はある程度縮小さ
れているものの、大規模都市レベルでは格差がまだ残っているなどの検証結果が得られた。
　さらに、介護保険サービスにおける自治体間格差の検証を試みた先行研究を参照しながら、主として、供
給要因（自治体の財政力と事業者の存在）と需要要因（重度障害者の居住とその家族構成）、地域特性（人
口密度と医療体制）の３つの観点から、地域間格差について実証的な研究を行った。データの制約が大きい
ために、一定の範囲で実証研究を行っているが、兵庫県内では、財政力は障害者ホームヘルプサービスの支
給決定に有意な影響を与えているという結果を得た（財政力以外の供給要因や地域特性は有意な水準とはい
えなかった）。
　また、大都市におけるパネル分析では、大規模都市間では、財政力は身体介護と家事援助の支給決定に有
意な影響はないことが示された。財政力が支給決定に与える影響を定量的に分析すると、中・小規模の自治
体間では、格差はなお残されている可能性があるものの、障害者自立支援法は、全体として格差縮小に一定
の効果があったといえると結論づけている。
終章　障害者自立支援法の成果と残された課題
　障害者自立支援法は、３障害におけるサービスの一元化等を実現し、国庫負担金による財政基盤の確立、
利用者負担の応能負担の導入、あわせて本論で検証してきた自治体間格差の縮小などの効果をもたらし、障
害者福祉制度を大きく改善させた。その一方で、障害者福祉制度には、３障害サービス一元化に伴って犠牲
になっている部分があることや、障害者福祉と医療などの他の社会保障制度との調整が十分でないこと、障
害者の所得保障などの点については、介護保険優先原則による世代間格差の課題が残されている。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　障害者福祉とそれを支える財政制度について、経済学的な観点から研究を行うことは、社会保障財政研究
における重要なテーマとされ、その必要性は十分認識されてきたものの、研究業績としては圧倒的に不足し
ていた。とりわけ、本論が取り上げた障害者福祉サービスの地域差は、ほとんど研究されてこなかった。
　はたして、地域差は存在していたのか。存在していたとして、それは許容可能な水準なのか。問われるべ
き論点は多い。この研究課題にアプローチをするには、まず、社会福祉学や社会政策などに基づく、障害者
福祉の制度上の知識や、制度変遷の歴史的文脈、またその制度が地方自治体の現場においてどのように運用
されているかの現場感覚が必要となる。それと同時に、財政学に基づく障害者福祉サービスの財源保障の枠
組みに関する知見が必要となる。対人社会サービス特有の利用者負担とその複雑な減免制度、介護保険制度
と障害者福祉制度の関係、自治体に対する財源保障の枠組み、さらには自治体の予算編成において財政制約
でどのようにサービス供給に制約が受けるのかについても通じていなければならない。
　これらの大きく分けて２つのアプローチの両方に通じて、障害者福祉の制度と財政について、制度を踏ま
えた計量的・実証的研究を展開するためには、相当大きな技術面での参入障壁が立ちはだかっている。公開
されている統計データの不足という技術的困難をあわせて考えると、学際研究としてそうした研究の実績が
これまで十分でなかったことは、十分に首肯できるところである。
　このテーマに関する従来の研究では、老人福祉費や自治体の決算データを使った分析にとどまり、サービ
ス利用量に注目したものは皆無といってもよい。それに対して、本研究は、戦後の福祉三法に始まる障害者
福祉の制度的変遷を追いながら、制度の歴史的文脈を丁寧に解きほぐした上で、限られた利用可能なデータ
を最大限駆使して、これまで試みられてこなかったテーマに対して、パネル分析などの計量的な手法を用い
ながら解明しようと試みている。
　障害者福祉制度は、「施設から居宅へ」と「措置制度から契約制度への移行」によって、近年、基本的に
充実される方向で大きく改革された。そうした大きな流れを、客観的に見てどのように評価すべきなのかと
いう大きな問題意識の下に本論は展開されている。
　障害者福祉は、かつては施設に保護するかたちが中心であった。いわば、障害者を囲い込み、そこで一定
のケアを行うことで保護をするという考え方であった。しかし、ノーマライゼーションの世界的な潮流に
あって、障害者が在宅で福祉サービスを受けながら、日々の暮らしの環境を整備する方向に大きく転換され
た。本論は、そうした障害者福祉の流れを基本的に評価しながらも、対象者が限定的であるために障害者福
祉制度に社会的注目が集まらず、高齢者福祉などに比べると、制度が比較的脆弱であった点を踏まえて、そ
の制度のあり方について詳細な検討を加えている。特に、高齢者福祉の飛躍的転換となった介護保険の導入
によって、障害者福祉にも高齢者になると介護保険優先の原則が適用されることの影響について、複雑な制
度の狭間に落ち込んで不利益が生じることや、自治体ごとの地域事情、財政状況の違いによる格差の所在を、
制度論の観点から明らかにしている。これまで研究者が十分に踏み込めなかったテーマだけに、申請者の問
題意識の深さを物語るものといってよい。
　障害者ホームヘルプサービスの自治体間格差の分析においては、地方交付税制度や国庫負担金制度、ある
いは両者の関係を丁寧に捕捉して、財政の観点から自治体間格差の所在を、パネル分析等の計量的な手法に
よって明らかにしようとしている。本研究は、それゆえに地方財政の応用研究としても、一定の評価が与え
られるものである。
　伝統的に財政学では制度研究が１つの柱であり、地方財政研究ではなおさらその観点が強調される。ただ
し、単に制度の変遷を追っただけでは十分ではなく、その効果や最終的な帰結（本論の場合には、障害者福
祉サービスにおける世代間や地域間の格差）を明らかにすることで、これまで実施されてきた制度改革のね
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らいが十分達成されていたかどうかなどを検証しなければならない。しかし、それには既述のように多くの
困難が伴う。本論は、そうした困難のすべてを解決したとはとてもいえないものの、少なくともその一部に
ついて、一定の成果を引き出せたという点で評価すべきである。多くの研究者が断念してきた地味で膨大な
制度解析等の作業を、労を厭わずに長く継続してきた成果といえる。
　審査の過程のなかで、いくつかの技術的な問題が指摘された。データの制約があるとはいえ、中小の市町
村に関する分析が一部の地域に限られている。本論が行った地域を限定した分析では、比較的明確な結果が
導かれているものの、全国ベースでも妥当といえるかどうかについてはなお不明確である。また、大都市と
中小の市町村との比較が類推に止まっており、明確さをやや欠くことがある。加えて、計量的分析を行って
いる部分について、仮説の立て方やデータの整備、あるいはなぜそのような分析が必要であって、効果的で
あるかの説明のあり方など、今後、改善すべき点が指摘された。将来的には、時系列的な制度の変遷につい
て、本論のような制度の比較に止まらず、計量的な分析によってその意味を明らかにするなどの試みをする
ことで、分析に厚みを加えていってほしいという要望も出た。
　そうした諸点について、改善の余地はなお大きいとはいうものの、それらは本論の研究の評価を損なうも
のではなく、申請者の今後の研究で改善が期待できることで審査委員会の意見は一致した。本研究が、わが
国における今後の障害者福祉の財政的な側面の研究の発展に、一定の貢献ができる点を含めれば、現時点で
の研究成果は、博士論文として十分評価できるものと判断した。
　なお、第３章の内容は、『産研論集』（関西学院大学産業研究所）第41号（2014年、査読付き論文）及び『関
西社会福祉研究』（関西社会福祉学会）第１号（2015年、査読付き論文）の論文を加筆修正したものであり、
学会等において一定の評価を得たものである。
　審査にあたって、副査の一人からは、申請者が、今後、障害者福祉をどのように改善すべきかの内的な
動機が垣間見られるような研究の姿勢が、もっとあるべきとの意見が出された。障害者自身が、声をあげ
て、自らの取り巻く環境を改善するために、申請者こそ研究者の立場から、その架け橋の役割を積極的に果
たしていくべきであって、学術研究活動において、その姿勢を大切にしてほしいというものである。申請者
は、今後の研究生活を通じて、そのことを再度、自らの役割であることを確認し、さらに力強い研究成果を
世に問うことを続けてほしい。
　当審査委員会は、本論文を厳格に査読した上で、複数回にわたって、論文内容に関する口頭試問を実施し
た。その結果、申請者が、本学学位規程第14条に記載される「専攻分野について研究者として自立して研究
活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有する」ことを確認することができた。 
以上により、当審査委員会は委員の全会一致をもって、本論文提出者の丹波勇気氏が博士（経済学）を授与
されるに足る資格を有するものと認めるものである。
